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「環境未来都市」構想推進国際フォーラム inマレーシアの開催結果について 

 
内閣府 地方創生推進室 

 
１．「環境未来都市」構想の趣旨 

 「環境未来都市」構想は、限られた数の特定の都市を環境未来都市として選定し、21 世紀

の人類共通の課題である環境や超高齢化対応等に関して、技術・社会経済システム・サービス・

ビジネスモデル・まちづくりにおいて、世界に類のない成功事例を創出するとともに、それを

国内外に普及展開することで、需要拡大、雇用創出等を実現し、究極的には、我が国全体の持

続可能な経済社会の実現を目指すものです。 

 
 
２．「環境未来都市」構想の基本コンセプト 

 環境未来都市は、「環境・超高齢化対応等に向けた、人間中心の新たな価値を創造する都市」

の実現に向けて、我が国及び世界が直面する地球温暖化、資源・エネルギー制約、超高齢化対

応等の諸課題を、持続可能な社会経済システムを構築しつつ、また社会的連帯感の回復を図り

ながら解決し、環境、社会、経済という３つの価値を創造しつづける「誰もが暮らしたいまち」

「誰もが活力あるまち」を目指します。 
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３．環境未来都市・環境モデル都市の選定 

 平成 23 年 12 月、全国から 11 の環境未来都市（うち被災地域６地域）を選定しました。 
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  平成 20 年度に 13 都市、平成 24 年度に７都市、平成 25 年度に３都市の合計 23 の環境

モデル都市を選定しました。 
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４．開催概要 

 「環境未来都市」構想を推進するため、第 5 回「環

境未来都市」構想推進国際フォーラム in マレーシア

を平成 27 年 2 月 8 日（日）マレーシア ジョホールバ

ル市（Thistle Hotel）にて開催しました。今回は「環

境未来都市と持続可能な都市づくり」をテーマとして

開催し、「環境未来都市」構想への理解と協力の輪の拡

大、国内外の先進的取組の共有、国際的ネットワーク

の構築と深化を目的としています。 
 本フォーラムは共催機関であるマレーシア連邦政府

住宅・地方自治省、マレーシア国土開発庁、イスカンダル地域開発庁、ジョホール州、ジョホ

ールバル市、マレーシア工科大学の協力を得て開催され、翌日に同会場で開催される環境省主

催「第 6 回環境的に持続可能な都市のハイレベルセミナー」と合わせ、日本を含むアジア 10
ヶ国から、合計約 300 名の方々が参加されました。また、今回、海外で開催するにあたり、日

本の環境未来都市の成功事例を共有する実践的なプログラムとして、日本とマレーシアの都

市、企業間のビジネスマッチングを目的に、日本の「環境未来都市・環境モデル都市」関連企

業が、パネル展示によるポスターセッションを実施しました。 
 
○基調講演  

 （一財）建築環境・省エネルギー機構理事長 村上周

三氏（環境未来都市推進委員会座長）から「環境未来

都市構想について」ご講演をいただきました。この中

で、各国が抱える人口・エネルギー問題について、

CASBEE 都市評価を用いた分析を行い、「環境未来都

市」構想の概要と日本の都市が取組む先進事例・支援

内容ついて紹介いただきました。 
次に、マレーシア国土開発庁長官 ダリア・ロスリー

氏から、「マレーシアにおけるスマートシティの取組」

についてご講演をいただき、同国が取り組むスマート

シティ政策の概要と環境保全に対する課題についてご

紹介いただきました。 
 
 
 
 
 
 
 

ジョホールバル市長 

イスマイル・ビン・カリム 氏 

(一財)建築環境・省エネルギー機構 理事長 

村上周三 氏 

マレーシア国土開発庁 長官 

ダリア・ロスリー 氏 
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○環境未来都市・環境モデル都市による事例紹介 
基調講演後のコーヒーブレイクをはさみ、日本の環

境未来都市及び環境モデル都市と各都市の事業に協力

する企業等の事例紹介を行いました（自治体６、企業

９、大学１、非営利団体２）。 
  
１．横浜市 
「City of Yokohama's FutureCity Measures」 

横浜市 温暖化対策統括本部 環境未来都市推進理事 信時 正人 氏 
大成建設株式会社 環境本部 副本部長 嶋村 和行 氏 
横浜港埠頭株式会社 顧問 菅野 洋一 氏 
２．北九州市 
「Exporting “FutureCity” to Asian Cities」 
北九州市 環境局アジア低炭素化センター担当部長 石田 謙悟 氏 

３．東松島市 
「Disaster Recovery and FutureCity」 
東松島市 副市長 古山 守夫 氏 
パナソニックシステムネットワークスマレーシア シニアマネージャー 花房 廣安 氏 
４．京都市 
「Kyoto Eco-Model City Global Warming Countermeasures」 
京都市 環境政策局地球温暖化対策室  
「DO YOU KYOTO?」プロジェクト推進課長 松浦 卓也 氏 
特定非営利活動法人気候ネットワーク 事務局長 田浦 健朗 氏 
公益財団法人京都市環境保全活動推進協会事業第一課 課長補佐 新堀 春輔 氏 
５．ニセコ町 
「Niseko’s Towns efforts as a Eco Model City」 
ニセコ町長 片山 健也 氏 
ニセコ町 商工観光課観光戦略推進係 主査 ポール・ハガート 氏 
ＹＴＬコーポレーション 環境ディレクター ラルフ・ディクソン 氏 
６．富山市 
「Creating a Compact City」 
富山市長 森 雅志 氏 
富山大学 医学薬学研究部地域看護学 准教授 中川美奈子 氏 
株式会社健菜堂 代表取締役 石橋 隆二 氏 
株式会社広貫堂 取締役社長 飯田 光孝 氏 
株式会社富山環境整備 業務部企画推進室室長 坂本 挙弥 氏 
株式会社北陸精機 会長 谷口 貞夫 氏 
新日本コンサルタント株式会社 代表取締役社長 市森 友明 氏 

日本の都市・企業等による事例紹介 
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○ポスターセッション／ビジネスマッチング 
日本とマレーシアの都市・企業間のビジネスマッチ

ングを目的に、日本の「環境未来都市・環境モデル都

市」関連企業がパネル展示によるポスターセッション

を実施しました。 
 各国の都市および企業間のビジネスマッチングに多

くの関心が寄せられ、活発な意見交換・商談が行われ

ました。 
 
○マレーシアの事例紹介 

イスカンダル地域開発庁長官 イズマイル・イブラヒ

ム氏より、イスカンダル・マレーシアにおける取組に

ついてご紹介いただきました。 
イスカンダル・マレーシアのミッションは持続可能

な経済・社会の発展であり、経済活動と環境のバラン

スを取っていくための、低炭素社会に向けたコンセプ

トについてご紹介をいただきました。 
さらにモビリティマネジメントやグリーンエコノミ

ーガイドライン等の新たな取組を推進する際には、持

続可能な社会の構築を十分に意識して、国全体で取り

組むことの必要性を示されました。 
次に、プトラジャヤコーポレーション ヴァイス・プ

レジデント オマイリ・ハシム氏より、２０２５年まで

にプトラジャヤ市を持続可能なグリーンシティーにす

るための将来計画についてお話がありました。地域コ

ミュニティや関係者たちに参加を呼びかけた結果、ビ

ジネスコミュニティやＮＧＯ等が参画して２１の地域

プログラムを策定し、事業を推進している等の状況

をご紹介いただきました。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プトラジャヤコーポレーション 

ヴァイス・プレシデント 

オマイリ・ハシム 氏 

  

イスカンダル地域開発庁 長官 

イズマイル・イブラヒム 氏 

ポスターセッション 
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○プレゼンテーション／ディスカッション 
まず始めに、マレーシア工科大学教授 ホー・チン・

シオン氏より、イスカンダル地域における低炭素化お

よび「環境未来都市」構想の展開においては、実用化

が最も重要であり、そのためのポイントについてご説

明がありました。日本の京都市や国立環境研究所

(NIES)と協力して、ベースラインの策定等を行ってき

たこと等をご紹介いただき、これらの取組がマレーシ

ア国内外で認知されており、理解や協力が得られてい

ることを示されました。 
次に、東京大学高齢社会総合研究機構 秋山弘子氏よ

り、高齢社会を迎えるにあたっての日本の先進事例等

のご発表をいただきました。 
急速な高齢化は、技術的にも社会的にもイノベーシ

ョンを要求するものであり、そのために個人的にも集

合的にも、人々が自立を失わないために努力する必要

があること、介助を受けるための安全で快適な環境づ

くりや人間のきずなが重要であるということを示され

ました。 
また、高齢化社会問題に対して、ＵＲの都市区画機

構と東京大学がコンソーシアムを結成し、柏市の都市

ルネサンス計画に取り組んでいる事例についてもご紹

介いただきました。 
次に、イスカンダル地域開発庁環境部門ヴァイス･プ

レジデント ボイド・ディオニシス・ジョーマン氏より、

イスカンダル地域における低炭素社会づくりに向けて

の取組等をご発表いただきました。 
富山市等と情報共有をしながら取組を進めているこ

と、さらにイスカンダル地域の取組がテンプレートに

なって、クアラルンプールでもイスカンダルのブルー

プリントを使うよう、連邦政府から希望されているこ

と等をご紹介いただきました。 
次に、ジョホールバル市アシスタントディレクター 

ジャリル・ビン・タスリマン氏より、イスカンダル計画

におけるジョホールバル市の位置付けについてご発表

いただきました。ジョホールバル市が同計画の中で、

中核的な地位を占めていることや、シンガポールに近

いという地の利、開発可能なエリアがまだ多く残され

ていること等、成長に向けての可能性等についてもご

発表いただきました。 

東京大学高齢社会総合研究機構 特任教授 

秋山 弘子 氏 

イスカンダル地域開発庁 

環境部門 ヴァイス・プレシデント 

ボイド・ディオニシス・ジョーマン 氏 

マレーシア工科大学 教授 

ホー・チン・シオン 氏 

ジョホールバル市 

アシスタントディレクター 

ジャリル・ビン・タスリマン 氏 
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次に、マレーシア高度技術活用官民グループ長官 モ
ド・ユソフ・スライマン氏より、「環境未来都市」構想

を進めるうえでの課題等をご発表いただきました。 
都市化による社会の分断や災害等に計画的に対応し

ていくことが必要であること、さらに「環境未来都市」

構想を進めていくためには、きちんとした産業構造や

人的資本、ファイナンシング、さらに政治的な意思と

いったものが重要であるとの見解を示されました。 
次に、国立環境研究所(NIES)社会環境システム研究

センター主任研究員 藤野純一氏より、「環境未来都市」

構想における日本とマレーシアの協力についてご発表

いただきました。 
低炭素化に向けての日本のノウハウが、マレーシア

でのロードマップやブループリント策定に活かされて

きたこと、また富山市の取組の視察や、京都市での環

境教育のモデルをマレーシアでも積極的に取り入れて

いること等、「環境未来都市」構想による日本とマレー

シアの協力はすでに着実に進展しており、今後一層の

発展が期待されることが示されました。 
藤野氏の発表に対し、富山市長 森雅志氏より、日本

における環境教育は非常に熱心に行われており、子供

の方が大人よりもまじめに取り組んでいることや、技

術の進歩によりゴミの分別に加えて、リサイクルやエ

ネルギーへの変換が出来てきていること、また、公共

交通には、社会全体で取り組んでいく事が必要とのコ

メントがありました。 
次に、ＪＩＣＡ社会基盤・平和構築部長 中村明氏よ

り、ＪＩＣＡが取り組んでいるＳＡＴＲＥＰＳ(地球規

模課題対応国際科学技術協力プログラム)を中心にご

発表いただきました。 
日本政府が、開発途上国における科学技術的な研究

成果の協力として、低炭素、生物資源、感染病の防止、

災害防止等を目的としたプロジェクトを進めており、

イスカンダルにおいても同取組を進めて、成功を収め

ていることをご発表いただきました。 
また、ＳＡＴＲＥＰＳ等の研究成果を社会に適用する

ために、政府、民間企業、市民等、様々な関係者が包括

的に取り組むことの重要性が示されました。 
 

マレーシア高度技術活用官民グループ 長官 

モド・ユソフ・スライマン 氏 

国立環境研究所 主任研究員 

藤野 純一 氏 

ＪＩＣＡ社会基盤・平和構築部長 

中村 明 氏 

富山市長 

森 雅志 氏 
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次に、ＯＥＣＤ上級政策アナリスト 松本忠氏より、

都市化と経済の問題等についてご発表いただきまし

た。都市化が必ずしも所得の増加と同じペースで進む

とはいえず、また、市民の意識を公共に向けていくこ

とは難しい面がある等、経済面と都市化について政策

リーダーや政策決定者は難しい課題を抱えているとの

見解が示されました。また、イスカンダル・マレーシ

アプロジェクトで何が喫緊の問題であるのかというこ

とを明確にして取り組むべきであるとの示唆がありま

した。 
最後に、コーディネーターのホー・チン・シオン氏

から、現在マレーシア政府が、持続可能な発展、グリ

ーンテクノロジー、グリーンポリシーを進めているこ

とは、「環境未来都市」構想のコンセプトを展開してい

くのに適した状況であり、マレーシアの行動は正しい

方向に進んでいるという見解が示されました。今後も

日本の専門家や、日本政府と協力していけるよう検討

していきたいとのコメントがありました。 
 

○まとめ 

始めに、(一財)建築環境・省エネルギー機構理事長 

村上周三氏より全体総括をいただきました。 
本フォーラムでの議論を通じて、「環境未来都市」を

目指すことは、多くの都市にとって大変有益であると

いうこと、さらに、各都市はそれぞれの発展段階があ

るから、都市の特徴を踏まえて独自性を出して、それ

ぞれの立場で進めていくことが重要であるとの指摘が

ありました。 
また、国によって緊急性のある課題はさまざまであ

り、世界各地で広い意味での「環境未来都市」を目指しながら、各自が自分自身の置かれた現

状や経験に基づいた取組を進めて、その結果としての知見を国際的に共有するということが、

さらなる深化を促すことになるだろうとの見解が示されました。 
続いて、マレーシア工科大学副学長ワヒド・ビン・オマール氏より全体総括をいただきまし

た。急速な都市化や高齢化社会の課題について、日本の多くの経験から学ぶことができ、また、

都市化の問題、高齢化の問題のみならず、低炭素社会の発展や災害管理の点についても多くを

学べるとのコメントがありました。持続可能な都市に向けて、さまざまな課題があり、そして

それに挑戦してゆかねばならないということが確認され、マレーシアも日本も、また他の発展

途上国も連携して協力しながら活動することが重要であるとの見解が示されました。 
今後とも、これらのポイントを踏まえ、本構想の推進に向けて、国際的連携を深める行動を

継続的に実施し、成果の共有を図って参ります。 

ＯＥＣＤ 上級政策アナリスト 

松本 忠 氏 

マレーシア工科大学 副学長 

ワヒド・ビン・オマール 氏 

ディスカッション 


